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A. 貨客輸送連携省エネルギー計画の認定制度【新設】
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(A) 貨物鉄道へのモーダルシフト (C) 旅客鉄道等の空きスペースを活用した貨客混載

貨物を集約化

改正省エネ法では、以下の例のように貨客輸送事業者が他の貨客輸送事業者と連携して省エネを推
進する場合、当該措置に関する計画（「貨客輸送連携省エネルギー計画」）の認定を受けることが可
能。【法第134条】 ⇒ 複数事業者による省エネ取組を評価
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A. 貨客輸送連携省エネルギー計画の認定の流れ

貨客輸送事業者Ａ
（特定貨物輸送事業者）

貨客輸送事業者Ｂ
（旅客輸送事業者）

（イメージ例１）

貨客輸送事業者Ｃ
（特定貨物輸送事業者）

貨客輸送事業者Ｄ
（特定貨物輸送事業者）

（イメージ例２）

国 土 交 通 大 臣

共同で提出 共同で提出

連携省エネルギー計画の作成 連携省エネルギー計画の作成指針

認定
認定

特定輸送事業者：定期報告に連携省エネルギー措置の内容を反映

非特定輸送事業者：毎年度、連携省エネルギー措置に係る輸送のエネ
ルギー使用量等を国土交通大臣に報告

国土交通大臣：必要なときは、貨客輸送事業者の連携省エネルギーの
状況に関する調査を行い、その結果を公表する

計画変更
認定取消

計画変更
認定取消

【法第134条第3項】

【法第134条第１項】【法第134条第１項】

【法第135条】
【法第134条第４項】

毎年度の定期報告書の提出 毎年度の定期報告書の提出

【法第136条】

【法第137条】

【法第138条】

【法第135条】
【法第134条第４項】
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A. 貨客輸送連携省エネルギー計画の作成のための指針

指針の主な内容

１．目標
貨客輸送連携省エネルギー措置の実施前と比較して、エネルギーの使用に係る
原単位が改善するものであること。

２．内容及び実施時期
・輸送用機械器具の輸送能力の効率的な活用、改造等により目標の達成に貢献する
ものであること。

・貨客輸送事業者が確実に参画し、かつ、継続的に実施可能となるような期間を設
定すること。

３．それぞれの輸送事業者が使用したこととされるエネルギーの量
の算出の方法
貨客輸送事業者それぞれの貢献の実態に即したものとすること。

４．その他
私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号）
その他の法令に違反しないこと。
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A. 貨客輸送連携省エネルギー計画の認定申請①
貨客輸送連携省エネルギー計画認定申請書【様式第１４（省令第22条第１項）】

連携省エネルギー措置を実施する
者は共同で申請して下さい。

連携省エネルギー措置を共同で実
施する者の分だけ記載して下さい。
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A. 貨客輸送連携省エネルギー計画の認定申請②

取組前と取組後を比較し、燃料使
用量や原単位の改善がどの程度見

込まれるかを記載して下さい。

連携を行う貨客輸送事業者それぞ
れの役割分担及び実施体制がわか

るように記載して下さい。

計算の方法を具体的かつ明確にわ
かるよう記載下さい。また、その計
算方法を選択した根拠も併せて記

載願います。

連携措置の実施にあたり必要となる輸送
用機械器具の改造・導入・物品の購入等
に係る資金の額及びその調達方法を記載

して下さい。

貨客輸送連携省エネルギー計画認定申請書【様式第１４（省令第22条第１項）】
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A.貨客輸送連携省エネルギー措置の新設に伴う定期報告書の様式改正①

○定期報告書【様式第４（省令第6条），様式第８（省令第12条），様式第25（省令第32条）等】
第１表 エネルギーの使用量

連携省エネルギー措置を踏まえたエネルギー使用量を記載する欄を追加
連携省エネルギー措置の実績を記載する項目を追加

連携省エネルギー措置を踏まえたエネルギー
使用量を記載する欄を追加

連携省エネルギー措置の実績を記
載する項目を追加
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○定期報告書 第３表～第５表 エネルギーの使用に係る原単位等
連携省エネルギー措置を踏まえた輸送量、運行・運航距離、原単位等を記載する欄を追加

連携省エネルギー措置を踏まえた輸送量（貨物）、
運行・運航距離（旅客）を記載する欄を追加

連携省エネルギー措置を踏まえた
原単位を記載する欄を追加

連携省エネルギー措置を踏まえた５年度間平
均原単位の変化状況を記載する欄を追加

A.貨客輸送連携省エネルギー措置の新設に伴う定期報告書の様式改正②
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A.貨客輸送連携省エネルギー措置のイメージ①（鉄道モーダルシフト）

【事例1】鉄道モーダルシフト
○鉄道事業者とトラック事業者が連携して、5tの
貨物20個を計1200km輸送する。途中1100km
分をトラック輸送から鉄道輸送に転換する。連携
前の原単位は以下の通り

原
単
位

事業者A 事業者B
. ×

× × = 0.061 －

○出発地から50km、目的地から50km手前の
地点間で鉄道事業者Bがトラック事業者Aの貨
物を輸送すると、原単位は以下の通り

原
単
位

事業者A 事業者B
. ×

× × = 0.061 －

原
単
位

事業者A 事業者B
. × .

× × =
0.017

－

鉄道輸送を行った1100km分に関して、
事業者Aは「1413.88Lを使用して20個の5t貨物を1100km輸送」
したこととする。

○連携省エネ計画に沿って、鉄道輸送部分につ
いてエネルギー配分を行うと原単位は以下の通り

改善

※配分方法は上記に限られない

評価されず

モーダルシフト
5370Lの省エネ
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A.貨客輸送連携省エネルギー措置のイメージ① 定期報告書の作成

事業者Ａの定期報告書（例1のモーダルシフト輸送を１年間で100回行った場合）
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A.貨客輸送連携省エネルギー措置のイメージ②（船舶モーダルシフト）

【事例2】船舶モーダルシフト
○船舶事業者とトラック事業者が連携して、4tの
貨物10個を計1000km輸送する。途中800km分
をトラック輸送から船舶輸送に転換する。連携前
の原単位は以下の通り

原
単
位

事業者A 事業者B
. ×

× × = 0.074 .
× = 0.015

○出発地から100km、目的地から100km手前
の地点の範囲でトラック事業者Aが船舶事業者
Bに貨物を受け渡すと、原単位は以下の通り

原
単
位

事業者A 事業者B
. ×

× × = 0.074 × = 0.014

原
単
位

事業者A 事業者B

. × .
× × =

0.028
.

× = 0.014

○連携省エネ計画に沿って、船舶輸送部分につ
いてエネルギー配分を行うと原単位は以下の通り

改善

※配分方法は上記に限られない

評価されず

モーダルシフト 493.7Lの省エネ

モーダルシフトを行った800km分に関して、積載台数の比でエネルギー配
分を実施する場合、10/180をAが使用したと考え、
事業者Aは「40tの貨物を9400×10/180L=522.2Lを使用して800km輸
送」事業者Bは「800tの貨物を9400×170/180L=8877.7Lを使用して
800km輸送」したこととする。

改善

改善
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A.貨客輸送連携省エネルギー措置のイメージ② 定期報告書の作成

事業者Ａの定期報告書（例2の共同輸送を１年間で100回行った場合）
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A.貨客輸送連携省エネルギー措置のイメージ③（貨客混載）

【事例3】貨客混載
○バス事業者とトラック事業者が連携して0.3t

の貨物を計100km輸送する。連携前の原単
位は以下の通り

原
単
位

事業者A 事業者B
. = 0.118 .

. × = 0.437

○20km地点でバス事業者Aがトラック事業者
Bの貨物
も輸送すると、原単位は以下の通り原
単
位

事業者A 事業者B

. . = 0.119 .
. × = 0.437

原
単
位

事業者A 事業者B

. . = 0.110

. .
. × . ×

= 0.119

共同輸送を行った80km分に関して、座席数の比でエネルギー配分を
実施する場合、1/10をBが使用しているため
事業者Aは「9.6×9/10L=8.64Lを使用して80km輸送」
事業者Bは「0.3tの貨物を9.6×1/10L=0.96Lを使用して80km輸送」
したこととする。

○連携省エネ計画に沿って、貨客混載輸送部
分について乗客用と貨物用の座席数に沿った
エネルギー配分を行うと原単位は以下の通り

悪化

改善 改善

※配分方法は上記に限られない
（例：平均乗客数と貨物の占有座席数の比）

評価されず

貨客混載 10.32Lの省エネ
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A.貨客輸送連携省エネルギー措置のイメージ③ 定期報告書の作成

事業者Ａの定期報告書（例3の共同輸送を１年間で1000回行った場合）

14



A. 貨客輸送連携省エネルギー措置のイメージ④（共同輸配送）

【事例4】共同輸配送

○４社のトラック事業者が連携して計3.2tの貨物
を10km先の住宅地まで輸送する。事業者A
及びBについて連携前の原単位は以下の通り

原
単
位

事業者A 事業者B
.

. × = 0.132 .
× = 0.183

○5km地点で事業者Aが事業者B～Dの貨物
も集約して輸送すると、原単位は以下の通り

原
単
位

事業者A 事業者B
. .

. × .
= 0.109

.
× = 0.183

原
単
位

事業者A 事業者B
. .

. × . ×
= 0.0959

. .
× ×

= 0.115

共同輸送を行った8km分(1.87L)に関して、貨物の重量比でエネルギー配分を実施する
場合、A:B:C:Dで重量比15:10:5:2のため、共同輸配送部分について
例えば事業者Aについては「1.5tの貨物を1.87×15/32L=0.88Lを使用して8km輸送」
事業者Bについては「1tの貨物を1.87×10/32L=0.58Lを使用して8km輸送」したことと
する。(C,Dも同様)

○連携省エネ計画に沿って、共同輸配送部分
について重量比に沿ったエネルギー配分を行
うと原単位は以下の通り

改善

評価されず改善

改善

共同輸配送

※配分方法は上記に限られない。

1.54Lの
省エネ
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A.貨客輸送連携省エネルギー措置のイメージ④ 定期報告書の作成

事業者Ａの定期報告書（例4の共同輸送を１年間で100回行った場合）
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B. 認定管理統括貨客輸送事業者制度【新設】

改正省エネ法では、貨物輸送事業者又は旅客輸送事業者（貨客輸送事業者）が、密接な関係を有す
る者（密接関係貨客輸送事業者）と一体的に省エネ取組を推進する場合、要件①～③（後述）を満た
していれば認定管理統括貨客輸送事業者として認定を受けることが可能。【法第130条】

⇒グループ一体としての省エネ取り組みを評価

●●鉄道株式会社

●●バス株式会社 ●●運輸株式会社 株式会社●●フェリー

親

子
A

子
B

子
C

認定管理統括貨客輸送事業者

密接関係貨客輸送事業者

要件①

要件②

要件③

グループ全体の輸送能力

（イメージ）

17



B. 認定要件①（認定管理統括貨客輸送事業者の要件）

「認定管理統括貨客輸送事業者」が「密接関係貨客輸送事業者」と以下のいずれに
ついても取決めを行っていることとする。【省令第16条】
・貨物又は旅客の輸送に係るエネルギーの使用の合理化の取組方針
（例）グループ全体で１つの取組方針を作成

・貨物又は旅客の輸送に係るエネルギーの使用の合理化を推進するための体制
（例）グループ全体での会議を設置し、各社の省エネ事例について情報共有を実施

・貨物又は旅客の輸送に係るエネルギーの使用の合理化のための措置を統括して管
理する方法
（例）グループ内各社から定期的にエネルギー消費量等のデータを収集し、取組の進捗管

理を実施するとともに、取組内容の適宜見直しを実施

要件①

密接関係貨客輸送事業者と一体的に輸送に係るエネルギーの使用の合理化を推進している貨
客輸送事業者であって、エネルギー使用合理化の措置を統括して管理している者として国土
交通省令で定める要件に該当する者 【法第130条第１項第1号】

18



B. 認定要件②（密接関係貨客輸送事業者の要件）

要件②

「認定管理統括貨客輸送事業者」と密接な関係を有する者は、以下のいずれかに該
当する者とする。【省令第14条】
・自らが発行済株式の全部を有する株式会社（完全子会社）又はこれに類する

法人等

・会社法第２条第３号に規定する子会社（議決権の過半数を所有等）又はこれに

類する法人等

・財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第５項に規定する関連

会社

（議決権の20%以上を所有等）又はこれに類する法人等

自ら（認定管理統括貨客輸送事業者）が発行済株式の全部を有する株式会社その他の密接
な関係を有する者として国土交通省令で定める者であって貨客輸送事業者である者

【法第130条第１項】
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B. 認定要件③（グループ全体の輸送能力の合計及び基準の要件）

・認定を申請する事業者全体の輸送区分ごとの輸送能力を、特定輸送事業者の基準となる輸
送能力で除した数に300両を乗じる。⇒貨物鉄道の車両数に換算

・各輸送区分において車両数に換算した数のグループ全体の合計が300両以上であることを、
認定管理統括貨客事業者の輸送能力の基準とする。

【政令第15条、省令第17条】

《特定輸送事業者の輸送能力の基準》

《具体例》

①Ａ鉄道：360両/300両×300両＝360両

Ｂバス：250台/200台×300両＝375両

グループ全体の合計：360両＋375両＝735両

⇒300両以上であり、基準を満たす

②Ａ鉄道：360両/300両×300両＝360両

Ｂバス：80台/200台×300両＝120両

グループ全体の合計：360両＋120両＝480両

⇒300両以上であり、基準を満たす

③Ａ鉄道：200両/300両×300両＝200両

Ｂバス：80台/200台×300両＝120両

グループ全体の合計：200両＋120両＝320両

⇒300両以上であり、基準を満たす

区分 輸送能力 貨 物 旅 客

鉄道 車両数 ３００両 ３００両

自動車 台数 ２００台
バス ２００台

タクシー ３５０台

船舶 総船腹量 ２万総トン ２万総トン

航空機 総最大離陸重量 ９，０００トン

要件③

認定を受けようとする貨客輸送事業者及び密接関係貨客輸送事業者の政令で定める輸送
能力の合計が政令で定める基準以上であることが必要 【法第130条第１項第2号】
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B. 認定管理統括貨客輸送事業者の認定の例

●●鉄道株式会社
＝認定管理統括貨客輸送事業者

●●バス株式会社
＝管理関係貨客輸送事業者

●●運輸株式会社
＝管理関係貨客輸送事業者

株式会社●●フェリー
＝管理関係貨客輸送事業者

特定輸送事業者
親

子
A

子
B

子
C

■■鉄道株式会社
＝認定管理統括貨客輸送事業者例２ 親

■■タクシー株式会社
＝管理関係貨客輸送事業者

子
A

非特定輸送事業者例１

△△配送株式会社
＝認定管理統括貨客輸送事業者

例３ 親

△△輸送株式会社
＝管理関係貨客輸送事業者

子
A

特定輸送事業者のみ

特定輸送事業者+
非特定輸送事業者

非特定輸送事業者のみ

認定の例

※密接関係貨客輸送事業者は認定により管理関係貨客輸送事業者となる
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B. 認定の効果

■中長期計画は、認定管理統括貨客輸送事業者のみが作成・提出
【法第131条】

■定期報告は、管理関係貨客輸送事業者分をあわせて認定管理統括貨
客輸送事業者が報告【法第132条】

※なお、勧告及び命令は、管理関係貨客輸送事業者分もあわせて、認定管理統括貨客輸送事
業者が国土交通大臣から受ける【法第133条】

認定の効果
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B. 認定管理統括貨客輸送事業者・管理関係貨客輸送事業者の定期報告①（省エネ法）

○ 認定管理統括貨客輸送事業者は、グループ全体
で行う貨物輸送及び旅客輸送それぞれについて、
エネルギー使用量、エネルギーの使用に係る原単
位、判断基準の遵守状況、二酸化炭素排出量等
を報告する。
貨物輸送及び旅客輸送に係る原単位をそれぞれ
中長期的に年平均１％改善することが求められる。

○定期報告書【様式第13（省令第20条）】

・連携省エネ措置の実績
・その他実施した措置
・二酸化炭素排出量 等

認定管理統括貨客輸送事業者の定期報告

貨物輸送に係る報告
・エネルギー使用量
・エネルギーの使用に係る原単位
・判断基準の遵守状況 等

旅客輸送に係る報告
・エネルギー使用量
・エネルギーの使用に係る原単位
・判断基準の遵守状況 等

省エネ法に基づく報告

※認定管理統括貨客輸送事業者として定期報告を
行う者は、別途特定輸送事業者としての報告は不要
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B. 認定管理統括貨客輸送事業者・管理関係貨客輸送事業者の定期報告②（温対法）

○ 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、
特定排出者（※）は個別に二酸化炭素の排出量
を報告する必要がある。
認定管理統括貨客輸送事業者及び管理統括貨
客輸送事業者のうち、特定排出者となる者の一覧
を「貨客輸送事業者認定総括表」 に記載。
当該特定排出者の数だけ「貨客輸送事業者認定
第１表～第３表」を作成し、エネルギーの使用量
及びエネルギーの使用に伴って発生する二酸化
炭素の排出量を報告する。

①特定輸送事業者
②鉄道車両数に換算した輸送能力の合計が300両
以上である者

《具体例》
バス80台とタクシー210台を持つA社

バス：80台/200台×300両＝120両

タクシー：210台/350台×300両＝180両
A社全体の合計：120両＋180両＝300両
⇒300両以上であり、特定排出者に該当する

※特定排出者

特定排出者１
・貨客輸送事業者認定第１表
事業者の名称等

・貨客輸送事業者認定第２表
エネルギーの使用量

・貨客輸送事業者認定第３表
二酸化炭素の排出量

特定排出者２
・貨客輸送事業者認定第１表
事業者の名称等

・貨客輸送事業者認定第２表
エネルギーの使用量

・貨客輸送事業者認定第３表
二酸化炭素の排出量

※特定排出者の数だけ添付

・・・

○定期報告書【様式第13 （省令第20条） 】

貨物輸送事業者認定総括表
認定管理統括貨客事業者及び管理関係
貨客輸送事業者のうち、特定排出者とな
る事業者の一覧を記載

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく報告

【温対法政令第5条） 】
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B. 認定管理統括貨客輸送事業者に係る認定申請書

認定管理統括貨客輸送事業者となる者と管理関係貨客輸
送事業者となる者の関係（資本関係等）を記載するとともに、
それを証明する書類（組織図等）を添付して下さい。

エネルギーの使用の合理化のための措置の一体的管理の
概要を記載するとともに、それを証明する書類（グループ全
体で作成している取組方針やグループ全体で設置している
会議の概要等がわかるもの）を添付して下さい。 認定管理統括貨客輸送事業者となる者と管理

関係貨客輸送事業者となる者が、業として行う、
全ての貨物及び旅客の輸送について記載して下
さい。１つの輸送事業者が複数の輸送区分に跨
がって輸送を行っている場合も網羅的に記載下
さい。

○認定管理統括貨客輸送事業者に係る認定申請書【様式第９（省令第１５条）】
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様式等は以下の国交省ＨＰをご参照ください

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/sosei_environment
_tk_000002.html
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